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地域主体の柔軟な公園運営に係る中間支援等業務委託 

仕様書 

 
本業務の遂行に当たっては、本仕様書に従って実施するものとする。 

 
１ 委託業務名称 

  地域主体の柔軟な公園運営に係る中間支援等業務委託 

 
２ 履行場所 

  京都市内全域 

 

３ 履行期間 

  契約締結日の翌日から令和６年３月２９日（金）まで 

 
４ 委託業務内容 

 ⑴ 趣旨、目的 

  多くの公園で老朽化が進み、維持管理等のためのコスト増大が懸念される状況にある一

方で、地域コミュニティの活性化、健康長寿、飲食の提供など、公園に対する住民のニー

ズが多様化してきている。 

令和４年の国の検討会においては、「都市公園制度誕生 150 年目のパラダイムシフト」

として、身近にある小規模な公園も含め、多様な主体との連携を一層進め、利用効果のみ

ならず、公園の存在効果、地域への波及効果にまで、そのポテンシャルを活かし、「使わ

れ活きる公園」を目指すべきことが提言されるなど、公園のより柔軟な管理運営が求めら

れている。 

本市では、令和３年度から、民間企業などに対して公園の柔軟な利活用を試行的に認め、

地域・企業・行政で継続的に対話等を行いながら、それぞれの公園の理想像を探る「公民

連携 公園利活用トライアル事業」（以下「トライアル事業」という。）を導入。社会実験

として始めたこの事業では、公園の魅力向上のみならず、公園を拠点とした地域コミュニ

ティの活性化や社会課題の解決に寄与する事例も見られた。 

令和４年度からは、トライアル事業を通じて醸成された、公園を拠点としたまちづくり

の機運をさらに発展させ、多様な主体と将来像を共有しながら、まちづくり活動を面的に

展開し、地域の課題解決や価値向上につなげていくため、持続可能な公園運営の仕組みづ

くりに着手している。 

  本業務は、多様な主体の連携による柔軟な公園運営を実現するため、地域、企業、行政、

公園関係者など、公園を取り巻く多様なステークホルダーをつなぎ、中立的な立場から公

園の運営支援等を行うものである。 

 

 

別紙１ 
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 （参考）令和３年度 公民連携 公園利活用トライアル事業 実施報告書 

https://www.city.kyoto.lg.jp/digitalbook/page/0000001621.html 
 

令和４年度 「KYOTO CITY OPEN LABO」における 

持続可能で柔軟な公園運営の制度設計 

https://open-labo.city.kyoto.lg.jp/issue/update-the-state-of-the-park/ 
 
令和５年度 「おそとチャレンジ」について 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kensetu/page/0000287142.html 
 

⑵ 業務内容 

  ア コーディネーター派遣 

  本市からの依頼を受けて、地域の会合や本市と公園関係者との打合せの場などに、コ

ミュニティデザイン又は都市公園の先進的な管理運営手法に関して精通するコーディ

ネーターを派遣し、以下に定める中間支援業務を実施する。 
(ｱ) 派遣回数 
・６０回（５公園×月１回程度を想定） 
・派遣人数は１回当たり１人以上とする。 
・原則として、一の公園対しては、同一のコーディネーターを継続して派遣すること。 
・派遣に際しては、内容について事前に本市と打合せること。 

(ｲ) 派遣するコーディネーター 
・派遣するコーディネーターは事前に本市と協議のうえ決定すること。 

(ｳ) 派遣場所 
 ・本市又は地域が指定する場所（京都市内一円） 
 ・コーディネーターを派遣する会合等は、１回あたり４時間を上限とする。 
・コーディネーターへの報酬、交通費等、派遣に必要となる一切の費用は、本委託費

に含むこと。 
(ｴ) コーディネーターの実施業務 

 ・都市公園の柔軟な管理運営に関する先進的な取組事例の紹介 
 ・市及び地域が企画するワークショップや勉強会、イベントの運営支援（公園の利用

方針の策定や管理運営組織の立ち上げに関するファシリテーション、助言等） 
 ・柔軟な公園運営に資するコミュニティ形成支援、公園利活用プレイヤーの掘り起し 
 ・その他、公園の柔軟な管理運営の機運醸成のため本市が必要と認める業務 

(ｵ) 報告書作成 
 ・派遣１回ごとに簡易な業務報告書を提出すること。（様式は本市と協議のうえ、決

定するものとする。） 
(ｵ) その他 
・派遣場所における会場費、その他会合に必要となる什器類の費用は本委託費に含ま
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ないものとする。（コーディネーターが作成・配布する資料がある場合の資料作成

費、印刷費等は除く。） 
 

イ 柔軟な公園運営を促進するための勉強会・交流会の企画、運営 

 柔軟な公園運営に取り組む地域団体や次代のコーディネーターの役割を担う人材を

育成、支援するための勉強会、交流会を企画、運営する。 

(ｱ) 実施回数 
   ・３回程度（実施時期は本市と協議のうえ決定すること。） 

(ｲ) 想定する内容 
・本市の公園に関する概要説明（管理体制、愛護協力会制度、その他） 
・本市が検討する新たな公園運営モデルの制度概要の説明 
・都市公園法及び公園関係法令の説明（できること、できないこと、手続き関係） 
・合意形成を図りながら円滑に公園を運営するための手法 
・ゲスト（他都市において先進的な公園運営に取り組む団体、コーディネーター等）

を招いての座談会、それぞれのアイデアやノウハウを共有する機会となる交流会 
(ｳ) その他 
・勉強会、交流会の開催に必要となる一切の費用は本委託費に含むこと。 
・会場として、京都市役所を無償で使用することができる。 

 
ウ ワークショップ運営のための雛形の検討、作成 

 公園の管理運営組織の立ち上げにあたり、地域住民及びコーディネーターが主体とな

ってワークショップを円滑に運営するための、汎用性のあるシナリオ及び資料の雛形を

検討、作成する。 

 
エ 広報、アーカイブ作成 

 柔軟な公園運営に取り組む公園の活動内容について、写真撮影・関係者へのインタビ

ュー等必要な取材を行い、その結果を公園レポートとして取りまとめ、本市ＨＰ上に掲

載可能なデータ形式にて納品すること。 
(ｱ) 作成対象公園 

   ・本市が指定する公園（５公園程度） 
(ｲ) 校正 
・ 文字やレイアウト、デザイン等については、本市の確認を受け、指示に従い、最

低２回は校正を行うものとする。 
【参考】レポートイメージ 
 「KYOTO CITY OPEN LABO」 

公園の在り方をアップデート ～持続可能で柔軟な公園運営の制度設計～ 

   https://open-labo.city.kyoto.lg.jp/issue/update-the-state-of-the-park/ 
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５ その他 

⑴ 本業務の実施は、関係法令を遵守して行うこと。 
⑵ 受託者は円滑に事務が進められるよう、十分な体制で臨むこと。 
⑶ 本業務の実施に伴い、第三者に与えた損害は、本市の責めに帰するべきものを除き、

全て受託者の責任において処理すること。 
⑷ 受託者は、本業務で知り得た情報及び業務に係る内容を第三者に漏らしたり、その他

の目的に転用したりしてはならない。 
⑸ 受託者は、当該委託事務を処理するための個人情報の取扱いについて，京都市個人情

報保護制度の趣旨に基づき、適正に取り扱わなければならない。 

⑹ 本業務の成果物の著作権は、全て本市に帰属するものとする。 
⑺ 本仕様書に記載のない事項又は仕様書に疑義が生じた場合は、本市と協議のうえ、本

市の決定に従うこと。 
⑻ 地域や公園関係者との調整により、コーディネーター派遣回数等が増減する場合があ

る。この場合、本市と協議のうえ、変更契約を締結するものとする。このため、見積書

には、各業務にかかる費用が分かるよう、内訳を記載すること。 

 


